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研究成果の概要（和文）：本研究は、チェルノブイリ事故後、フィンランドとドイツで、原子力の利用について
対照的ともいえるような異なる政治文化が観察されたことを明らかにした。この政治文化の違いは、部分的に冷
戦期の東西対立に起因する。ドイツでは、核武装を可能にすると考えられた再処理が1989年まで追求され、しば
しば反対運動を引き起こす原因となった。対照的に、フィンランドで再処理は1980年頃に断念された。両国の反
原子力運動の規模の違いも、その政治環境に一因があると指摘されうる。こうした発見は、2020年12月開催予定
の第70回西洋史学会での研究報告、および2021年刊行予定の図書を構成する１章として発表する見込みである。

研究成果の概要（英文）：This study revealed that contrasting political cultures surrounding nuclear 
power have been observed in Finland and West Germany after the Chernobyl accident. This difference 
in political cultures partly originated from the East-West confrontation during the Cold War. In 
Germany, the reprocessing of spent nuclear fuel (SNF), which facilitated nuclear armament, was 
pursued until 1989 and often spurred opposition movements. Finland, in contrast, renounced 
reprocessing in 1980. It can be noted that the two countries’ different scales of anti-nuclear 
movements also stemmed from their political environments. 
These discoveries are expected to be made public in the 70th Annual Congress of Western History, 
held in December 2020, and as a chapter in the book to be published in 2021.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、フィンランドとドイツにおける原子力利用の相違の原因を探った。冷戦に関する既存研究では、しば
しば両陣営が対照的に論じられがちだが、本研究では、旧ソ連製原発という共通の素材を媒介にして、「東西の
狭間」における原子力の趨勢を問うた。加えて、日本では、チェルノブイリ事故の後で旧ソ連製原発には終止符
がうたれたかのような誤解があり、フィンランドで現在も旧ソ連製原発が継続して運用されていることはあまり
知られていない。それゆえ、本研究で対象とするのは、多くの人によって自明とされている「冷戦は西 側の勝
利に終わった」という「常識」に異義を唱える事例といえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 特に 1970 年代から、多くの国々において原子力施設の建設計画が反対運動により難航する

と、反対運動の背景、性質、主なアクターやその価値観に着目する研究が取り組まれるようにな

った。このような背景の中で、申請者は、原子力を推進し 2001 年世界で初めて高レベル放射性

廃棄物の最終処分場建設計画を定めたフィンランドと、対照的に 2011 年に脱原発を決定し最終

処分場問題は長年未決定のドイツにおいて、原子力に対する価値観が、核廃棄物の危険性を中心

に、早期から著しく異なり、現在の政策の土台となっていることを明らかにした（佐藤 2013）。

フィンランドでは原子力技術に対して肯定的である一方で、ドイツでは否定的に捉えられてい

る。 

フィンランドでは、チェルノブイリ事故後、そして冷戦終焉を経て現在まで、旧ソ連製のロヴ

ィーサ原発を継続運用している。なぜその選択をしたのか、実際にどのように人びとに受容され

たのか、解明の余地がある。しかし、両国内における旧ソ連製原発の運用継続・中止に着目した

先行研究がほぼ欠落している。先行研究では、たとえば、フィンランドの研究者らリトマネンと

コヨ（2011）は、チェルノブイリ事故後、1993 年まで原子力産業が低迷したと叙述するが、現在

まで改良を加えつつ運用されている旧ソ連製のロヴィーサ原発と、西側技術によるオルキルオ

ト原発の相違に関して詳しい説明はない。一方、ドイツでも、統一後、安全基準を満たさない旧

東独の旧ソ連製原発を中止した決定に関して正面から取り上げた社会科学的研究はほとんどな

く、スウェーデンの科学史家ホ

ーグセリウス（2005）の、旧東独

の原発閉鎖は技術的理由ではな

く政治的理由が大きいと主張し

た著作が突出しているのみであ

る。両国は、西側陣営の国内に旧ソ連製の原発を有し、地質が比較的安定し、チェルノブイリ事

故の影響による一部国土の高い放射能汚染という共通点がありながらも、異なる対応をとった。

両国の旧ソ連製原発をめぐる政策および対応の違いを分析し、原子力技術の社会受容に関する

実態を明らかにしたい。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、チェルノブイリ事故後に旧ソ連製原発に関して正反対の政策がとられたフ

ィンランドと旧東独における、事故後から 1994 年までの対応と現在までの影響を明らかにする

ことにある。現在も旧ソ連製原発が運用継続するフィンランドは、原子力利用を推進、2001 年

に世界で初めて高レベル放射性廃棄物の最終処分場計画を定めた。一方旧東独にあった旧ソ連

製原発を統一後 1990 年に中止したドイツは、2011 年に国内の全原発閉鎖を決定、最終処分場は

未決定である。この過程と影響を追求するため、具体的な研究課題は、両国における(1)国内の

旧ソ連製原発をめぐる政策、(2)原子力施設における労働環境、(3)地域住民の生活とその変化と

する。本研究により、潜在的に高い危険性を有する科学技術への対応と政策への影響について明

らかにする。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、チェルノブイリ事故後の旧ソ連製原子炉の運用継続と中止の影響を検証するた

め、フィンランドと旧東独を研究対象とする共同研究を行う。そして、内外の関係研究者と連携

を深めて総合シンポジウムを開催する。 



 この研究計画では、フィンランドと旧東独における、チェルノブイリ事故後から 1994 年まで

の政策と現地の対応を分析する。  

研究計画の進め方として、  

(1)公的書類と全国新聞を用い、両国内の旧ソ連製原発をめぐる政策と対応を分析する。 

(2)労働組合とそれを支持基盤にもつ政党の文書館および原子力関係施設で史料を収集、当時の

労働者・関係者へのインタビューにより原子力施設における環境の変化を明らかにする。  

(3)地方新聞や社会調査・インタビューにより、住民の認識とその変化を調べる。  

(4)内外の研究者と連携を深め、情報交換を行う。 

 

４．研究成果 

本研究は、チェルノブイリ事故後、フィンランドと（西）ドイツで、原子力の利用について対

照的ともいえるような異なる政治文化が観察されたことを明らかにした。この政治文化の違い

は、部分的に冷戦期の東西対立に起因する。ドイツでは、核武装を可能にすると考えられた再処

理が 1989 年まで追求され、しばしば反対運動を引き起こす原因となった。対照的に、フィンラ

ンドで再処理は 1980 年頃に断念された。両国の反原子力運動の規模の違いも、その政治環境に

一因があるといえる。 

本研究の成果として、とりわけ『核開発時代の遺産──未来責任を問う──』（昭和堂、2017

年）において研究代表者と研究分担者がそれぞれ一部を執筆したこと、さらに 2019 年に国際ジ

ャーナルに英語で論考を掲載したことが挙げられる。また、2018 年に京都においてフィンラン

ドのユヴァスキュラ大学からリトマネン氏を招聘し、国際フォーラムを開催したことをはじめ

として、学会・研究会において成果を披露し、広く社会に貢献した。 

本研究による成果は、さらに、2020 年 12 月開催予定の第 70 回西洋史学会での研究報告、お

よび 2021 年刊行予定の図書を構成する一部として発表される見込みである。 
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